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入札説明書

岩室陶器バイパス送水管布設工事（第二工区）に係る入札公告に基づく一般競争入札については、関係法令

に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。

１ 公告日

平成２５年１２月２日

２ 入札に付する事項

（１）調達案件番号 ４２５１０００４５５

（２）公 表 番 号 ４２５１０４０００１２

（３）案 件 名 称 岩室陶器バイパス送水管布設工事（第二工区）

（４）業 種 土木工事

（５）工 事 場 所 堺市中区陶器北ほか

（６）工 期 契約締結日から平成２９年１０月３１日まで

（７）工 事 概 要 シールド工（泥土圧式） 内径φ１，８５０ Ｌ＝１，６１５．９２ｍ

送水管布設工（トンネル内配管） φ１，０００ Ｌ＝１，６１６．４１ｍ

送水管布設工 φ３００－１０００ Ｌ＝２０５．６７ｍ

配水管布設工 φ３００－４００ Ｌ＝６８６．７１ｍ

送水管撤去工 φ６００－８００ Ｌ＝４１．９３ｍ

配水管撤去工 φ７５－４００ Ｌ＝１０．５６ｍ

発進立坑工 １か所

到達立坑撤去工 １か所

弁室築造工 一式

その他附帯工 一式

（８）工 事 担 当 課 堺市上下水道局上水道部工務第一課

（９）設計業務の受託者 パシフィックコンサルタンツ株式会社

（10）施 工 方 式 特定建設工事共同企業体

（11）前金払の有無 有（債務負担行為に係る契約の前金払の特則を適用する。なお、中間前金払は

適用しない。）

各年度の出来高予定額の４割以内で２億円を限度とする。

（12）部分払の有無 有（債務負担行為に係る契約の部分払の特則を適用する。）

平成２５年度 ０回 平成２６年度 １回以内

平成２７年度 １回以内 平成２８年度 １回以内

平成２９年度 ０回

（13）支払限度額の割合 平成２５年度 ０％ 平成２６年度 ５％

平成２７年度 ４０％ 平成２８年度 ３０％

平成２９年度 ２５％

（予算の都合により変更することがある。）

（14）建設工事保険等の要否 要

（15）かし担保期間 ２年間

（16）本工事については、堺市上下水道局契約規程（昭和５０年水道局管理規程第７号）第３条により準用

する堺市契約規則（昭和５０年規則第２７号。以下「契約規則」という。）第１９条の２第１項に規定す

る調査基準価格（以下「調査基準価格」という。）をあらかじめ設定する。

（17）低入札価格調査の方法においては、堺市上下水道局建設工事低入札価格調査実施要領（平成２０年制
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定。以下「低入要領」という。）６（７）により、数値的失格基準を採用しないものとする。

なお、詳細については堺市ホームページ「政府調達に関する協定（ＷＴＯ）に基づく一般競争入札案

件（平成25年12月2日公告）」に掲載している「調査基準価格設定工事の入札に関する説明書<数値的

失格基準を採用しない案件(郵便入札)の場合>」を参照すること。

堺市ホームページ「政府調達に関する協定（ＷＴＯ）に基づく一般競争入札案件（平成25年12月

2日公告）」

URL（http://www.city.sakai.lg.jp/sangyo/nyusatsu/kensetsu/hacchujoho/wtonyusatsu_anken

.html）

（18）本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）に基づき、

分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けられた工事である。

（19）本工事の入札は、郵便により後記４の（３）に掲げる入札参加資格審査申請書類（以下「申請書類」

という。）及び入札書等を送付する方式とし、あらかじめ予定価格を公表して行う。

なお、予定価格は平成２６年１月７日（火）から次に掲げる公表場所において公表するとともに、後

記７の（３）に規定する認定の通知と併せて通知する。

（公表場所）

堺市堺区南瓦町３番１号

堺市財政局契約部契約課（堺市役所本館８階）

堺市市長公室広報部市政情報課（市政情報センター）（堺市役所高層館３階）

堺市ホームページ「入札予定・結果、予定価格の事前公表」 >「平成25年度分」

URL（http://www.city.sakai.lg.jp/sangyo/nyusatsu/kensetsu/nyusatsu/25.html）

３ 入札参加資格に関する事項

本工事の入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）は以下の要件全てに該当する者であ

ること。

（１）共同企業体の構成要件

ア 本工事は、特定建設工事共同企業体による共同施工方式とする。

イ 共同企業体は自主結成とし、構成員数は３社又は４社とする。

ウ 共同企業体の構成員の組合せは、後記（２）及び（３）の代表構成員の入札参加資格を満たす者と、

後記（２）及び（４）の他の構成員の入札参加資格を満たす者との組合せとする。

エ ３社共同企業体の場合は、最低の出資比率は２０％以上、４社共同企業体の場合は、最低の出資比

率は１５％以上とする。

ただし、代表構成員の出資比率は最大とする。

オ 本工事に入札参加資格審査申請（以下「申請」という。）を行った共同企業体の構成員は、本工事に

別途申請している他の共同企業体の構成員を兼ねる（以下「構成員の重複」という。）ことができない。

なお、構成員の重複があった場合、当該構成員の属する全ての共同企業体の入札参加資格を認めな

いものとする。

カ 申請した共同企業体の構成員を変更することはできない。

（２）代表構成員、他の構成員共通の入札参加資格

ア 平成２４、２５、２６年度堺市建設工事、測量・建設コンサルタント入札参加資格（以下「本市入

札参加資格」という。）又は平成２６年３月３１日まで有効の本市の特定調達契約案件に係る堺市建設

工事入札参加資格のいずれかの資格を有する者であること。

なお、本市入札参加資格もしくは平成２６年３月３１日まで有効の本市の特定調達契約案件に係る

堺市建設工事入札参加資格のいずれかの資格を有する者以外、又は本市入札参加資格もしくは平成２

６年３月３１日まで有効の本市の特定調達契約案件に係る堺市建設工事入札参加資格のいずれかの資

格を有する者で土木工事を希望業種にしていない者は、平成２５年１２月１３日（金）午後５時まで

に後記５の入札参加資格登録の申請を行わなければならない。
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イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当していないこと（同条
第２項各号のいずれかに該当すると認められてから３年を経過している場合を除く。）及び契約規則
第３条の規定に該当していないこと。

ウ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条に規定する更生手続開始の申立て（同法附則第

２条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件に係る同法による改正前の会社更生法

（昭和２７年法律第１７２号。以下「旧法」という。）第３０条に規定する更生手続開始の申立てを

含む。）がなされている者（同法第１９９条に規定する更生計画認可の決定（旧法第２３３条に規定

する更生計画認可の決定を含む。）を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成１１年法律第２２

５号）第２１条に規定する再生手続開始の申立てがなされている者（同法第１７４条に規定する再生

計画認可の決定を受けている者を除く。）等経営状態が著しく不健全な者でないこと。

エ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条第３項又は第５項の規定による営業停止を受けて

いないこと（大阪府の区域以外の区域又は建設業法別表第１の上欄に掲げる土木一式工事（以下「土

木一式工事という。）以外の工事に係るものを受けている者を除く。）。

オ 堺市上下水道局入札参加有資格者の入札参加停止等に関する要綱（平成１６年制定）第２条により

準用する堺市入札参加有資格者の入札参加停止等に関する要綱（平成１１年制定）に基づく入札参加

停止（以下「入札参加停止」という。）又は入札参加回避を受けていないこと。

カ 堺市上下水道局契約関係暴力団排除措置要綱（平成２４年制定）第２条により準用する堺市契約関

係暴力団排除措置要綱（平成２４年制定。以下「排除要綱」という。）に基づく入札参加除外（改正

前の堺市暴力団等排除措置要綱及び堺市建設工事等暴力団対策措置要綱に基づく入札参加除外を含

む。以下これらを「入札参加除外」という。）を受けている者でないこと。また、排除要綱第５条第

２号に規定する大阪府警察本部から暴力団員又は暴力団密接関係者に該当する旨の通報等（改正前の

堺市暴力団等排除措置要綱に規定する通報等を含む。以下「府警からの通報等」という。）を受けた

当該通報に係る者でないこと。

キ 本工事の設計業務受託者の発行済み株式総数の１００分の５０を超える株式を有していない者又は

その出資の総額の１００分の５０を超える出資をしていない者であること。

ク 本工事の設計業務受託者に発行済み株式総数の１００分の５０を超える株式を有されていない者又

はその出資の総額の１００分の５０を超える出資を受けていない者であること。

ケ 代表権を有する役員が、本工事の設計業務受託者の代表権を有する役員を兼ねていないこと。

コ 組合や協会等の各種団体については、その構成員が本工事に申請を行っていないこと。

サ 本工事を含め同一月に公告された案件に複数申請を行う場合においては、各々の案件に必要とされ

る現場代理人、監理技術者又は主任技術者（いずれも個別事項に定める要件を全て満たす者に限る。）

を確保した上で申請を行っていること。

（３）代表構成員の入札参加資格

ア 土木一式工事について建設業法第３条に規定する特定建設業の許可を有する者であること。

イ 建設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受け、建設業許可行政庁から通知される経営規

模等評価結果通知書総合評定値通知書（以下「経審通知書」という。）について、次の(ｱ)から(ｳ)ま

での要件を全て満たしていること。

(ｱ) 土木一式工事について建設業法第２７条の２９に規定する総合評定値（Ｐ）の通知（以下「経審」

という。）を受けていること。

(ｲ) 平成２４年５月１７日以降の決算に基づく経審通知書を有しており、かつ、当該経審通知書にお

いて土木一式工事に係る経審の点数が１２００点以上であること。

(ｳ) 契約締結時において、土木一式工事について有効な経審を受けていること。

ウ 次の(ｱ)及び(ｲ)に該当する現場代理人を本工事の現場に常駐させることができ、かつ、本工事に専

任で配置できる者であること。なお、エに規定する技術者との兼任を認めるものとする。

(ｱ) 契約締結日現在において、他の工事に、監理技術者、主任技術者、現場代理人等として配置して

いない者（従事中の工事の終期については、工事の完成検査確認日とする。また、単価契約の終期
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は契約期間の末日とする。以下同じ。）

(ｲ) 平成２５年１２月１６日現在において、当該事業所と直接的かつ恒常的な雇用関係が事後審査書

類により確認できる者

エ 次の(ｱ)から(ｳ)までの全てに該当する技術者を本工事の現場に常駐させることができ、かつ、本工

事に専任で配置できる者であること。なお、ウに規定する現場代理人との兼任を認めるものとする。

(ｱ) 事後審査書類の提出日現在において、土木工事業に対応する監理技術者の資格を有する者

(ｲ) 契約締結日現在において、他の工事に、監理技術者、主任技術者、現場代理人等として配置して

いない者

(ｳ) 平成２５年１２月１６日現在において、当該事業所と３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係

が事後審査書類により確認できる者

（４）他の構成員の入札参加資格

ア 土木一式工事について建設業法第３条に規定する一般建設業の許可又は特定建設業の許可を有する

者であること。

イ 建設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受け、経審通知書について、次の(ｱ)から(ｳ)ま

での要件を全て満たしていること。

(ｱ) 土木一式工事について経審を受けていること。

(ｲ) 平成２４年５月１７日以降の決算に基づく経審通知書を有しており、かつ、当該経審通知書にお

いて土木一式工事に係る経審の点数が７００点以上であること。

(ｳ) 契約締結時において、土木一式工事について有効な経審を受けていること。

ウ 次の(ｱ)から(ｳ)までの全てに該当する技術者を本工事の現場に常駐させることができ、かつ、本工

事に専任で配置できる者であること。

(ｱ) 事後審査書類の提出日現在において、土木工事業に対応する監理技術者の資格を有する者又は国

家資格により主任技術者の資格を有する者

(ｲ) 契約締結日現在において、他の工事に、監理技術者、主任技術者、現場代理人等として配置して

いない者

(ｳ) 平成２５年１２月１６日現在において、当該事業所と直接的かつ恒常的な雇用関係が事後審査書

類により確認できる者

４ 入札参加手続きに関する事項

入札参加者は、本工事の入札参加資格審査申請締切日（以下「申請締切日」という。）までに次のとおり

申請を行い、入札参加資格の審査を受けなければならない。

（１）特定建設工事共同企業体の登録申請

ア 特定建設工事共同企業体の全ての構成員が本市入札参加資格を有している場合は、代表構成員のユ

ーザーＩＤ・パスワードで堺市電子登録システムへログインし、特定建設工事共同企業体の情報につ

いて登録申請（以下「特定ＪＶ新規申請」という。）を行うこと。

なお、特定ＪＶ新規申請後に表示される完了画面からダウンロードできる「建設工事共同企業体協

定書」については、使用しないこと。

イ 特定建設工事共同企業体の構成員に本市入札参加資格を有さない者がいる場合は、アに規定する手

続きは不要とする。

（２）入札参加資格審査の申請

申請書類を本市指定の専用封筒（堺市財政局契約部契約課窓口で配布。）で一般書留郵便又は簡易書留

郵便により郵送すること。

（３）申請書類

ア 入札参加資格審査申請書（共同企業体用）（様式１）(以下「申請書」という。)

イ 建設工事共同企業体協定書（様式２）の写し

提出する写しは、協定締結後のもので、かつ、構成員全者の記名押印、協定締結日等の記入が行わ
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れているものに限る。

ウ 全構成員の経審通知書の写し（平成２５年１２月１６日現在において有効なもの）

エ ４４０円分の切手（入札参加資格の審査結果の通知用）

（４）提出先

〒５９０－００７８ 堺市堺区南瓦町３番１号 堺市財政局契約部契約課

（５）入札参加資格審査申請締切日

平成２５年１２月１６日（月）（当日の消印有効）

（６）申請の取下げは認められないので、十分検討の上、申請を行うこと。

（７）申請に要する費用は入札参加者の負担とする。また、申請書類の返却は一切行わない（後記６のなお

書きに規定する場合を除く。）ものとする。

（８）申請書類に虚偽の記載があれば、本工事の入札参加を認めないものとし、入札参加停止を講じること

ができるものとする。

５ 入札参加資格登録の申請に関する事項

本市入札参加資格又は平成２６年３月３１日まで有効の本市の特定調達契約案件に係る堺市建設工事入

札参加資格のいずれかの資格を有する者以外で本入札に参加しようとする者は、次のとおり入札参加資格登

録の申請を行わなければならない。

なお、本市入札参加資格を有する者もしくは平成２６年３月３１日まで有効の本市の特定調達契約案件に

係る堺市建設工事入札参加資格のいずれかの資格を有する者で土木工事を希望業種にしていない者は、次の

とおり業種追加の申請を行わなければならない。

（１）申請方法及び申請書類

堺市特定調達建設工事等入札参加資格登録事務取扱要綱（平成２１年制定）において定める。

（２）提出先

堺市堺区南瓦町３番１号 堺市役所本館８階

堺市財政局契約部契約課

（３）入札参加資格登録申請期限

平成２５年１２月１３日（金）まで

（土曜日、日曜日を除く｡）

午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで

６ 申請の無効について

次のいずれかに該当する申請は無効とする。なお、無効となった申請書類については、申請した者が特定

できた場合に限り返却するものとし、返却を求める場合は、社員証等の当該事業所との雇用関係が分かるも

の及び担当者の印鑑（認め印で可とする。）を持参の上、堺市財政局契約部契約課の窓口まで届け出ること。

（１）申請書類が一般書留郵便及び簡易書留郵便以外の方法で堺市財政局契約部契約課に届けられたとき。

（２）本市指定の専用封筒以外の封筒で郵送されたとき。

（３）消印が押印されていなかったとき又は消印日が申請締切日より後であったとき。

（４）申請書に、堺市建設工事等入札参加資格登録事務取扱要綱（平成２０年制定）第６条第８号又は堺市

特定調達建設工事等入札参加資格登録事務取扱要綱（平成２１年制定）第４条第８号の規定に基づき本

市に届け出た使用印鑑（以下「使用印鑑」という。）が押印されていなかったとき。

（５）１通の封筒に複数工事の申請書等が入っていたとき。

（６）同一の共同企業体から複数の申請があったとき（条件を備えた申請を有効とし、残りの申請を無効と

する。また、条件を備えた申請が複数ある場合は、無作為で選んだ一つの申請を有効とし、残りの申請

を無効とする。）。

（７）その他申請した者又は申請工事の特定ができなかったとき。
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７ 入札参加資格の事前審査及び審査結果の通知

（１）前記４の申請については、前記３に掲げる要件のうち、後記18の（１）に規定する審査項目以外の項

目を申請書類に基づき審査（以下「事前審査」という。）するものとする。

（２）審査基準日は申請締切日とする。

（３）事前審査を行った結果、入札参加資格を有すると認められた（以下「認定」という。）入札参加者に

は、平成２６年１月７日（火）に、代表構成員に対して郵便により認定の通知を行う。

（４）次のいずれかに該当した者は、入札参加資格を認めないもの（以下「不認定」という。）とする。

ア 事前審査の項目を満たさない者

イ 申請書類について不足がある場合

ウ 申請書類について、虚偽の記載がある者

（５）不認定となった者には、その旨の理由を付して平成２６年１月７日（火）に、代表構成員に対して郵

便により不認定の通知を行うものとする。

（６）不認定となった者は、不認定となった理由について説明を求めることができるので、説明を求める場

合は、平成２６年１月１５日（水）午後５時までに堺市財政局契約部契約課へその旨を記載した書面を

提出すること。

なお、不認定の場合であっても、申請書類の作成・提出に要する費用及び設計図書等の複写費用の返

却はしないものとする。

（７）認定の通知を行った日から開札日までの間に入札参加資格を満たさなくなった者については、認定を

取り消すことができるものとする。なお、その場合は、その旨の理由を付して郵便により通知を行うも

のとする。

（８）事前審査の結果、入札参加資格を満たす者が１者に満たない場合は、当該入札を中止する。

８ 設計図書等の閲覧、貸出及び複写等について

（１）設計図書等の閲覧

ア 閲覧期間

平成２５年１２月２日（月）から平成２６年２月３日（月）まで

（土曜日、日曜日、祝日及び年末年始の休日を除く｡）

午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで

イ 閲覧を行う場所

堺市堺区南瓦町３番１号

堺市財政局契約部契約課（堺市役所本館８階）

（２）設計図書等の貸出

ア 貸出を希望する者は「設計図書等の貸出申請書（様式３）」を堺市財政局契約部契約課に提出するこ

と。

イ 貸出期間

平成２５年１２月２日（月）から平成２６年２月３日（月）まで

（土曜日、日曜日、祝日及び年末年始の休日を除く｡）

午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで

ウ 貸出を行う場所

堺市堺区南瓦町３番１号

堺市財政局契約部契約課（堺市役所本館８階）

エ 設計図書等の貸出は１日単位となるので、貸出を行った日の午後５時までに必ず返却すること。

オ 貸出を受けた設計図書等については、滅失、損傷をしないこと。

カ 貸出を行うことができる設計図書等の部数は限りがあり、貸出の申出を行った当日に貸出できない

場合もあるため、その場合においては、別途貸出日を本市が指定するものとする。

キ 貸出時において明らかに、本工事の入札参加資格を有さない者と判断できる場合には、貸出を行わ
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ないものとする。

（３）設計図書等の複写

設計図書等は、入札参加者の費用負担により市指定業者で複写することができる。

ア 市指定業者（所在地・連絡先は、別紙「印刷会社一覧表」参照）

(ｱ) 有限会社図面システムセンター

(ｲ) 株式会社カンプリ堺

(ｳ) 有限会社ジー・アイ・エス近畿

(ｴ) 第一写真工業株式会社

イ 複写金額

１４，４６１円（設計図書等が複写されたＣＤ－ＲＯＭを購入する場合は、１，０００円）

（取引に係る消費税及び地方消費税を含む。）

ウ 複写期間

平成２５年１２月２日（月）から平成２６年２月３日（月）まで

ただし、各市指定業者の休業日には複写の申出及び受取を行えないため、複写の申出を予定してい

る市指定業者に事前に休業日、営業時間等を確認した上で複写を申し出ること。

なお、申出後は複写の辞退はできないものとする。

エ 設計図書等の受領は、午前９時から正午に申し出た場合の受取は翌日以降、午後１時から午後５時

に申し出た場合の受取は翌々日以降となる。

オ 複写した設計図書等は、本工事の入札の積算、見積り以外には使用しないこと。

カ 複写に係る費用は、申出時に支払うこと。

キ 設計図書等のうち、図面について複写の際に縮小しているものがあるため、縮尺には十分に注意す

ること。

（４）設計図書等の配布等
ア 配布方法

当該工事等の設計図書等は、堺市ホームページ「政府調達に関する協定（ＷＴＯ）に基づく一般競
争入札案件（平成25年12月2日公告）」からダウンロードすることができる。なお、設計図書等のう
ち、図面について、縮小しているものがあるため、縮尺には十分に注意すること。

堺市ホームページ「政府調達に関する協定（ＷＴＯ）に基づく一般競争入札案件（平成25年12月

2日公告）」

URL（http://www.city.sakai.lg.jp/sangyo/nyusatsu/kensetsu/hacchujoho/wtonyusatsu_anken

.html）
イ 費用及び目的外使用の禁止

設計図書等は無料とする。
なお、設計図書等は、本工事の入札の積算、見積り以外には使用しないこと。

（５）希望者については、入札参加者の費用負担により下表の共通代価表等を市指定業者（所在地・連絡先

は、別紙「印刷会社一覧表」参照）で複写又はホームページからダウンロードすることができる。
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（上水道部）

名称 取得方法

水道工事共通仕様書（平成２５年４月版）

・堺市上下水道局のホームページ「事業

者の方へ 上水道工事」からダウンロー

ド。

・市指定業者で複写

有限会社図面システムセンター

株式会社日青

株式会社カンプリ堺

有限会社ジー・アイ・エス近畿

第一写真工業株式会社

水道工事施工管理基準（平成２３年７月版）

水道工事積算基準書（平成２５年１０月版）

市政情報センター(堺市役所高層館３階)

に配架しています。

ホームページからのダウンロードや市指

定業者での複写はできません。

堺市上下水道局のホームページ「事業者の方へ 上水道工事」
URL（http://water.city.sakai.lg.jp/jyousui_k/）

（上水道部、下水道部共通）※ 堺市土木部作成のもの

名称 取得方法

土木工事共通仕様書（平成２２年４月版） 堺市ホームページ「技術管理関係」からダウン

ロードすることができます。土木工事施工管理基準及び規格値（平成２２年４月版）

建設工事積算基準書（平成２４年度版、平成２５年度版）

市政情報センター(堺市役所高層館３階)に配

架しています。

ホームページからのダウンロードや市指定業

者での複写はできません。

堺市ホームページ「技術管理関係」
URL（http://www.city.sakai.lg.jp/kurashi/doro/doboku/gijutsukanri/）

（６）設計図書等に関する質疑がある場合は、平成２５年１２月２４日（火）午前１０時までに、次の質疑

先に「設計図書等に関する質疑書（様式４）」を電子メール又はファクシミリで送付すること。

（質疑先）

堺市財政局契約部契約課

メールアドレス：keiyaku@city.sakai.lg.jp

Ｆ Ａ Ｘ：０７２－２２８－７２１７

（７）（６）の質疑に対する回答は、認定の通知と同時に郵送するものとする。

９ 入札に参加できない者

入札に参加できない者は、次のとおりとする。

（１）本工事の入札参加資格を満たさない者

（２）認定の通知を受けた後、開札までの間に入札参加資格を満たさなくなった者

10 入札保証金に関する事項

入札保証金は、契約規則第１４条の２第３号の規定に基づき、免除する。

11 契約条項等を示す場所

以下に掲げる規則等及び契約書等については、堺市上下水道局のホームページ「契約・入札情報」におい

て、閲覧することができる。

・堺市上下水道局契約規程（昭和５０年水道局管理規程第７号）

・堺市上下水道局公共工事の前金払に関する規程（平成１２年水道局管理規程第２号）
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・堺市上下水道局入札参加有資格者の入札参加停止等に関する要綱（平成１６年制定）

・堺市上下水道局契約関係暴力団排除措置要綱（平成２４年制定）

・堺市上下水道局建設工事等に係る競争入札等事務取扱要綱（平成１６年制定）

・堺市上下水道局建設工事等に係る一般競争入札の実施に関する要綱（平成１６年制定）

・堺市上下水道局建設工事共同企業体取扱要綱（平成１６年制定）

・堺市上下水道局建設工事に係る総合評価落札方式の実施に関する要綱（平成２１年制定）

・堺市上下水道局公共工事の前金払及び部分払に関する要綱（平成１２年制定）

堺市上下水道局のホームページ「契約・入札情報」

URL（http://water.city.sakai.lg.jp/keiyaku/）

12 入札方法等

（１）入札方法

一般書留郵便又は簡易書留郵便により入札書等を送付すること。なお、入札に当たっては、認定の通

知の送付時に同封する「郵便による入札の注意事項」等を参照すること。

（２）入札回数

入札回数は、１回とする。

（３）提出書類

ア 入札書

イ 工事費内訳書

（４）提出期限

平成２６年２月３日（月）まで（（５）の提出先に必着のこと。）

（５）提出先

〒５９０－８６９１ 堺郵便局私書箱７号 堺市役所契約課

（６）入札書に記載される金額
落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の消費税及び地方消費税の相当額（以下

「消費税等相当額」という。）を加えて得た金額（当該金額に１円未満の端数があるときはその端数金額
を切り捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、見積った契約希望金額の消費税等相当額を含まない金額を入札書
に記載すること。

13 工事費内訳書の提出

（１）入札金額に対応した工事費内訳書（種別、数量、単価等必要な事項を記載したもの。以下同じ。）を入

札書と一緒に郵送すること。

（２）提出する工事費内訳書は、専門業者から見積りを徴するものを除き、自らの責任で積算したものであ

ること。

（３）工事費内訳書作成等においては、堺市ホームページ「政府調達に関する協定（ＷＴＯ）に基づく一般

競争入札案件（平成25年12月2日公告）」に掲載している「調査基準価格設定工事の入札に関する説明

書<数値的失格基準を採用しない案件(郵便入札)の場合>」を熟読すること。

（４）工事費内訳書は、参考図書として提出を求めるものであり、記載内容について入札及び契約上の権利

義務を生じさせるものではない。

14 入札の辞退等

（１）入札参加者は、認定の通知を受けた後、入札書提出期限までは、入札を辞退することができる。

ただし、入札書が到着後の辞退はすることができず、いかなる時点においても書き換え、引き換え又

は撤回を認めないものとする。

（２）入札参加者は、入札参加資格を喪失する事由が生じた等の理由により入札を辞退するときは、認定の

通知を受けた後、入札書提出期限までに、入札の辞退届を提出しなければならない。
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（３）当該入札を辞退したことを理由として、以後の入札参加等に不利益な取扱いは行わないものとする。

（４）入札書提出期限までに入札書が到達していない場合は、入札を辞退したものとみなす。

15 入札の無効に関する事項

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

（１）入札書が所定の日時、場所に到着しないとき。

（２）入札書に記入すべき事項の記入を欠き、又は入札書に記入した文字が判読できないとき。

（３）入札書に記名押印がないとき。

（４）入札金額を改ざんし、又は訂正したとき。

（５）１件の入札に対して２通以上の入札書を郵送したとき。

（６）入札保証金を納付すべき場合において、これを納付せず、又は納付金額が入札保証金の額に満たない

とき。

（７）代理人による入札を行ったとき。

（８）数人が共同して入札を行ったとき。

（９）入札に参加する資格のない者が入札したとき。

（10）談合その他不正行為により不正な行為を行ったと認められる又は不正行為が行われたおそれが非常に

強いとき。

（11）入札書提出時に工事費内訳書を提出しない者が入札したとき。

（12）適切な積算がなされていない工事費内訳書を提出した者が入札したとき。

（13）予定価格を上回る価格で入札したとき。

（14）明らかに履行ができないと認められる低い価格で入札したとき。

（15）その他入札に関する条件に違反したとき。

16 入札執行の中断、延期、取り止め等

前記７の(８)の場合のほか、入札執行の前又は執行中に、次のいずれかの事由が生じたときは、入札の執

行を中断、延期、取り止め（以下「中断等」という。）を行う場合がある。

（１）天災地変等により交通途絶等の事由が発生したとき。

（２）有力な証拠をもって、入札執行を中断等すべきと判断するに相当する談合その他不正行為に関する通

報があったとき。

（３）入札参加を認めなかった者を認めるべき事実があると確認したとき。

（４）その他やむを得ない事由により入札の執行を中断等すべきと判断したとき。

17 開札等

（１）開札予定日時

平成２６年２月４日（火） 午後２時００分

（２）開札場所

堺市堺区南瓦町３番１号

堺市財政局契約部契約課入札室（堺市役所本館８階）

（３）開札時の立会いは、本工事の認定の通知を受けた者のうち、あらかじめ選出した立会人及び任意によ

り立会う立会人とで行う。

（４）立会人は、使用印鑑を持参すること。

ただし、代表者ではなく代理人が立会いを行う場合は、上下水道事業管理者宛ての委任状（独自様式

で可とする。）及び代理人の印鑑を持参すること。

なお、入札者が立会わない場合は、当該入札事務に関係のない本市職員を立会わせて行うものとする。

（５）落札候補者の決定方法

ア 調査基準価格を下回る価格をもって入札を行った者がいない場合
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前記15に定める入札の無効に関する要件（以下「無効要件」という。）に該当しない者のうち、最

低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とする。ただし、落札候補者となるべき同価格の入札

をした者が２者以上あるときは、くじにより落札候補者を決定するものとする。

イ 調査基準価格を下回る価格をもって入札を行った者がある場合

無効要件に該当しない者のうち、最低の価格をもって入札を行った者から、低入要領に規定する調

査（以下「低入調査」という。）を行うものとし、同要領第６（８）イに掲げる基準を満たす者を落

札候補者とする。ただし、落札候補者となるべき同価格の入札をした者が２者以上あるときは、当該

同価格の入札をした者全てを落札候補者とする。

18 入札参加資格の事後審査

（１）次に掲げる審査項目については、開札後に落札候補者のみ審査（以下｢事後審査｣という。）を行う。

ア 前記３の（３）のウに規定する現場代理人並びに前記３の（３）のエ及び（４）のウに掲げる技術

者の要件

イ 申請した案件に配置する予定の現場代理人、監理技術者又は主任技術者（本工事と同一月に公告さ

れたもので、かつ、申請した全ての建設工事を対象とする。）の雇用状況
（２）(１)のア（現場代理人及び技術者（以下「技術者等」という。）の雇用関係に係る要件を除く。）の要

件については事後審査書類の提出日、アのうち技術者等の雇用関係に係る要件及びイについては、申請
締切日現在において満たしていなければならないものとする。

（３）落札候補者は、落札候補者となった旨の通知を受けた日の翌日から起算して２日後（土曜日、日曜日、

祝日及び年末年始の休日を除く。）の午後５時までに次のアからオまでの事後審査書類を堺市財政局契約

部契約課に提出すること。

ア 事後審査に係る誓約書（共同企業体用）（様式５）

イ 下表１に規定する技術者資格が確認できるもの

（表１）

配置する技術者の種類 確認書類

監 理 技 術 者
監理技術者資格者証の写し（表裏両面）及び監理技術者講習に係る監

理技術者講習修了証の写し（表面）

主 任 技 術 者
国家資格等を有していることが確認できるものの写し（各技術検定の

合格証明書等）

ウ 技術者等の雇用が確認できるもの（原則として、下表２に規定するものに限る。）
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（表２）

組織の形態 技術者等 確認書類

法人

従業員（代表者含む。）
当該事業所名記載の健康保険被保険者証(※4)の写し

（技術者等が被保険者のものに限る。）

従業員が後期高齢者(※3)の場

合

後期高齢者医療被保険者証の写し及び

当該事業所名記載の前年分の源泉徴収票(※5)の写し

個

人

事

業

所

健康保険法における

強制適用事業所(※1)

任意適用事業所(※2)

従業員
当該事業所名記載の健康保険被保険者証(※4)の写し

（技術者等が被保険者のものに限る。）

従業員が後期高齢者(※3)の場

合

後期高齢者医療被保険者証の写し及び

当該事業所名記載の前年分の源泉徴収票(※5)の写し

代

表

者

と

同

居

の

親

族

以下のアからウまでに該

当しない場合

国民健康保険被保険者証の写し及び当該事業所名記

載の前年分の源泉徴収票(※5)の写し

ア
代表者が後期高齢者

(※3)の場合

代表者の後期高齢者医療被保険者証の写し

技術者等の国民健康保険被保険者証の写し及び

当該事業所名記載の前年分の源泉徴収票(※5)の写し

イ
同居の親族が後期高齢

者(※3)の場合

代表者の国民健康保険被保険者証の写し

技術者等の後期高齢者医療被保険者証の写し及び

当該事業所名記載の前年分の源泉徴収票(※5)の写し

ウ

代表者及び同居の親族

が後期高齢者(※3)の

場合

代表者の後期高齢者医療被保険者証の写し

技術者等の後期高齢者医療被保険者証の写し及び

当該事業所名記載の前年分の源泉徴収票(※5)の写し

代表者 不要

上記以外の個人事業所

従業員
当該事業所名記載の雇用保険被保険者証の写し又は

雇用保険被保険者通知書の写し

雇用保険に加入できない６５歳

以上の従業員

当該事業所名記載の前年分の源泉徴収票(※5)の写し

及び生年月日が確認できる公的書類の写し

代

表

者

と

同

居

の

親

族

以下のアからウまでに該

当しない場合

国民健康保険被保険者証の写し及び

当該事業所名記載の前年分の源泉徴収票(※5)の写し

ア
代表者が後期高齢者

(※3)の場合

代表者の後期高齢者医療被保険者証の写し

技術者等の国民健康保険被保険者証の写し及び

当該事業所名記載の前年分の源泉徴収票(※5)の写し

イ
同居の親族が後期高齢

者(※3)の場合

代表者の国民健康保険被保険者証の写し

技術者等の後期高齢者医療被保険者証の写し及び

当該事業所名記載の前年分の源泉徴収票(※5)の写し

ウ

代表者及び同居の親族

が後期高齢者(※3)の

場合

代表者の後期高齢者医療被保険者証の写し

技術者等の後期高齢者医療被保険者証の写し及び当

該事業所名記載の前年分の源泉徴収票(※5)の写し

代表者 不要

※１ 原則として、常時５人以上の従業員（代表者及び代表者と同居の親族を除く。）を使用する事業所

※２ 強制適用事業所とならない事業所で日本年金機構（年金事務所）の認可を受けて適用事業所になった事業所

※３ ７５歳以上の者及び６５歳以上７５歳未満で一定の認定を受けた後期高齢者医療被保険者

※４ 事業所名の記載がない場合は、健康保険組合等が発行する加入証明書等（従業員氏名、事業所名、資格取得年月日が

確認できるものに限る。）を提出すること。

※５ 源泉徴収票が発行されていない場合は、当該従業員の所得税等について、源泉徴収する旨の手続きを行っていること

が確認できる書類（税務署等への届出書等）の写しを提出すること。
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エ 配置予定技術者届（様式６）（全構成員について、それぞれ作成すること。）

オ エに記載した技術者等の雇用が確認できるもの（原則として、上表２に規定するものに限る。）

（４）事後審査の結果、入札参加資格を有すると認めるときは、その者を落札者として決定し、その旨を落

札者に通知するものとする。ただし、低入調査を行う場合にあっては、事後審査の結果、入札参加資格

を有すると認められた者で、かつ、低入要領６（７）に規定する調査において、当該契約の内容に適合

した履行がなされると認められた者を落札者として決定するものとする。

なお、前記17の（５）のイの規定により落札候補者が２者以上ある場合で、事後審査及び低入調査

の結果、基準を満たす者がなお２者以上ある場合は、くじにより落札者を決定するものとする。

（５）落札候補者になったにもかかわらず、事後審査書類を提出期限内に提出しない者又は事後審査の結果、

入札参加資格を満たしていないことが判明した者（以下「事後審査不適格者」という。）が行った入札に

ついては、入札を無効とし、その旨の通知を行うものとする。

なお、この場合においても、申請に要する費用の返却はしないものとする。

（６）事後審査不適格者は、入札参加資格を認められなかった理由について説明を求めることができる。説

明を求める場合は、（５）に規定する通知を行った日の翌日から起算して２日後（土曜日、日曜日、祝日

及び年末年始の休日を除く。）の午後５時までに堺市財政局契約部契約課へその旨を記載した書面を提出

すること。

（７）市長は、事後審査不適格者に対しては、入札参加停止を講じることができるものとする。

19 暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書

（１）落札候補者は、前記18の（３）に定める期限までに、排除要綱第１１条第１項に基づく誓約書（様

式７）を、事後審査書類と合わせて提出すること。なお、下記（４）アに規定する下請負人等の誓約書

は除く。

（２）（１）に規定する誓約書を提出期限内に提出しない者が行った入札については、入札を無効とし、そ

の旨の通知を行うものとする。

なお、この場合においても、申請に要する費用の返却はしないものとする。

（３）（２）に規定する通知を受けた者は、入札を無効とされた理由について説明を求めることができるの

で、説明を求める場合は、（２）に規定する通知を行った日の翌日から起算して２日後（土曜日、日曜日、

祝日及び年末年始の休日を除く。）の午後５時までに堺市財政局契約部契約課へその旨を記載した書面を

提出すること。

（４）契約金額が５００万円（税込）以上の下請契約（建設業に係る下請契約だけでなく、資材納入業者、

廃棄物処分業者、運搬業者、警備業者、測量業者等との契約を含む。）については、下請契約締結後、速

やかに次の書類を工事担当課へ提出すること。

ア 排除要綱第１１条第１項に基づく下請負人等の誓約書（本市所定様式、堺市上下水道事業管理者宛

てのもの）

イ 下請負人等誓約書届出書（本市所定様式、堺市上下水道事業管理者宛てのもの）

（５）市長は、（１）又は（４）のアの誓約書を提出しない者に対し、入札参加停止を講じることができる

ものとする。

20 入札参加資格を満たさなくなった落札候補者又は落札者について

（１）上下水道事業管理者は、開札から落札決定までの期間において、落札候補者である共同企業体の構成

員が前記３に掲げる要件（経審の点数に係るものを除く。）を満たさなくなった場合は、落札者としない

ものとする。

（２）上下水道事業管理者は、落札決定から契約締結までの期間において、落札者である共同企業体の構成

員が次のアに該当した場合は、契約を締結しないことができ、次のイ又はウに該当した場合は契約を締

結しない。

ア 前記３に掲げる要件（(２)のカ及び経審の点数に係るものを除く。）を満たさなくなった場合
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イ 入札参加除外を受けた場合

ウ 府警からの通報等があった場合

（３）排除要綱第１１条に基づく誓約書（下請負人等に係るものを除く。）を事後審査時に提出しない場合

は、落札者としないものとする。

21 違約金に関する事項

落札者が（１）又は（２）に該当した場合は、落札金額（入札書に記載された金額に当該金額の消費税等

相当額を加えて得た金額（当該金額に１円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨てた金額））の１

００分の３に相当する額の違約金を徴収するものとし、（３）に該当する場合は、違約金を徴収することが

できるものとする。

（１）正当な理由なく期限までに契約を締結しない場合

（２）前記20の（２）のイ又はウのいずれかに該当し、契約を締結しない場合

（３）前記20の（２）のアに該当し、契約を締結しない場合

22 契約保証金に関する事項

落札者は、本市との契約の締結前に、次のいずれかに掲げる保証を付さなければならない。

なお、保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額等は、契約金額の１０分の１以上とする。

（１）契約保証金の納付（現金又は銀行保証の小切手に限る。）

（２）債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、上下水道事業管理者が確実と認める金融機

関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第

４項に規定する保証事業会社をいう。）の保証

（３）債務の履行を保証する公共工事履行保証証券（履行ボンド）による保証

（４）債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結（定額てん補方式に限る。）

（５）国債又は地方債の証券（現物債に限る。評価額は評価金額（発行価格が額面金額未満であるときは、

その発行価格）の１０分の８とする。）

23 技術者等について

（１）技術者等の取扱いに関する用語の定義は、次のとおりとする。

ア 主任技術者

建設業法第２６条に規定された主任技術者をいい、同法第７条第２号のイ、ロ又はハのいずれかに

該当するものとする。

（建設業法第７条第２号抜粋）

イ 必要許可業種に係る建設工事に関し学校教育法による高等学校・中等教育学校を卒業した後５

年以上又は同法による高等専門学校・大学を卒業後３年以上の実務経験を有する者で在学中に国

土交通省令で定める学科を修めたもの

ロ 必要許可業種に係る建設工事に関し１０年以上の実務経験を有する者

ハ 国土交通大臣がイ又はロに掲げる者と同等以上の知識及び技術又は技能を有するものと認定し

た者

イ 監理技術者

建設業法第２６条に規定された監理技術者をいい、監理技術者資格者証及び監理技術者講習に係る

監理技術者講習修了証を有する者とする。なお、本工事に配置できる監理技術者は、一般財団法人建

設業技術者センターに当該事業所が当該技術者を雇用していることを届け出ていることが確認でき

る者に限る。

ウ 常駐

技術者等が当該工事等の作業期間中、発注者又は監督員との連絡に支障をきたすことのないよう、

特別の理由がある場合を除き、常に工事現場に滞在していることをいう。
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エ 専任

技術者等を常時継続的に当該工事に配置し、他の建設工事に配置している技術者等との兼任を認め

ないことをいう。

（２）技術者等は、当該工事等の契約締結日から完成検査確認日までの間、当該工事等に配置されているも

のとする。なお、当該技術者等を他の工事等に配置することはできないものとする。

（３）次に掲げる期間について、技術者等の常駐及び専任（以下、これらを「専任」という。）を要しない

こととする。なお、当該期間は専任を要しないだけであり、当該技術者等が本工事に配置されているこ

とには変わりないことを留意すること。

ア 契約締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入または仮設工事等

が開始されるまでの間）。なお、現場施工に着手する日は、契約締結後に監督職員との打合せにおいて

定める。

イ 本工事の検査が本市の都合により遅延した場合において、当初の検査日から実際の完成検査確認日

までの期間

（４）本工事に配置する予定の技術者等が、他の工事に配置されているときは、次のいずれかに該当する場

合に限り配置を認めるものとする。なお、当該技術者等を他の工事に配置していることを理由に本工事

に配置する技術者等を変更することは認められないので、他の工事に配置している技術者等を事後審査

において届け出る場合は、他の工事の進捗状況を十分に把握した上で行うこと。

ア 当該技術者等が他の工事に専任を要する技術者等として配置されているときは、本工事の契約締結

日現在において、他の工事の検査が終了している場合。なお、本工事の契約締結日現在において、他

の工事の検査が終了していない場合は、他の工事における技術者等の専任義務違反が生じる恐れがあ

るので十分注意すること。

イ 当該技術者等が他の工事に専任を要しない技術者等として配置されているときは、本工事の契約締

結後、現場施工に着手するまでの間に他の工事の検査が終了した又は当該技術者等が他の工事に従事

しなくなった場合

（５）認定の通知を受けた後、入札までの間に技術者等を配置できなくなった場合等は、本案件に係る入札

を辞退すること。

（６）事後審査において届け出た技術者等は、正当な理由（技術者等の死亡、傷病又は自己都合による退職

等、真にやむを得ない理由）として市が認める場合のみ変更を認めるものとする。

（７）本工事に配置した技術者等は、正当な理由（市の事情による工期の変更、技術者等の死亡、傷病又は

自己都合による退職等、真にやむを得ない理由）として市が認める場合のみ変更を認めるものとする。

（８）本工事にあっては、建設業法第７条及び第１５条に定める営業所専任技術者を配置することはできな

いので十分注意すること。

（９）本工事に技術者等が適正に配置できない場合（事後審査において届け出た技術者等が配置できない場

合を含む。）は、入札参加停止を講じることがあるため、申請は技術者等の入札参加資格、自社の技術者

等の配置状況及び受注中の工事等の進捗状況等を十分に把握した上で行うこと。

24 その他

（１）この調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものである。

（２）契約手続において使用する言語及び通貨は日本語及び日本国通貨とする。

（３）当該入札手続における入札参加資格の確認その他の手続に関し、堺市入札監視等委員会に対して苦情

の申立てをすることができる。

（４）入札参加者は、入札参加申請を行う前に必ず設計図書、工事請負契約書等を熟読し、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）、地方自治法施行令、建設業法、建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）

等の関係法令並びに契約規則及び堺市上下水道局一般競争入札参加者心得（郵便入札用）を遵守しなけ

ればならない。

（５）入札参加者は、設計図書等において、技術者等に関し入札公告に定める資格以外に別途必要な資格等
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の指示がある場合又は入札公告に定めていない技術者等について別途指示がある場合は、契約を履行す

る上で当該資格等及び技術者等が必要となることを十分に把握した上で申請を行うこと。

（６）入札参加停止を受けている者、入札参加除外を受けている者又は府警からの通報等があった者を落札

した建設工事の下請負人又は再委託先とすることはできない。

（７）入札参加者は、申請後、認定の通知を受けた後又は開札後等の時点において、前記３に掲げる要件を

満たしていないことが明らかとなった場合は、速やかに本市に報告すること。

（８）公開されている全ての入札参加者が、当該入札の入札参加資格を満たしていたとは限らないので、留

意すること。

（９）第三者から入札参加者の入札参加資格に関し、疑義がある旨の通報等があった場合は、当該入札の結

果如何にかかわらず、当該入札参加者の入札参加資格に関する調査を実施することができるものとする。

25 問合せ先

堺市上下水道局経営管理部理財課

堺市北区百舌鳥梅北町１丁３９番地２

電話 ０７２－２５０－９１３９


